
Ⅰ・・・主な指標における計画値と実績値

①．対象年度

②．第1号被保険者数・要介護認定者数および認定率の比較
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※令和７年９月末現在

（参考）事業対象者：  117人（実績値）

③-Ⅰ．【介護サービス】受給者数及び総給付費の比較

※実績見込値：（令和７年４月～９月の実績値合計）×２

明石市高齢者いきいき福祉計画及び
第９期介護保険事業計画進捗確認

計画値 令和７年(2025年)度

要支援１ 3,137 3,306 169

要支援２ 3,599 3,774 175

第1号被保険者数 80,296 80,498 202

認定者数 16,988 17,157 169

実績値※ 令和７年(2025年)度

計画値 実績値※ 差異

要介護５ 1,316 1,107 ▲ 209

認定率 21.2 21.3 0.1

要介護３ 1,972 1,948 ▲ 24

要介護４ 2,058 2,034 ▲ 24

要介護１ 2,540 2,646 106

要介護２ 2,366 2,342 ▲ 24

差異

訪問介護 26,904 26,436 ▲ 468

受
　
　
給
　
　
率

居
宅
サ
ー

ビ
ス

サービス名
受給者数(人)

計画値 実績(見込)値※

▲ 638

居宅療養管理指導 26,712 28,894 2,182

訪問リハビリテーション 3,816 3,178

▲ 106

訪問看護 22,296 22,372 76

訪問入浴介護 1,860 1,754

▲ 654

短期入所療養介護 1,380 1,238 ▲ 142

短期入所生活介護 8,196 7,542

▲ 352

通所リハビリテーション 10,788 10,174 ▲ 614

通所介護 28,956 28,604

▲ 274

特定施設入居者生活介護 7,200 6,102 ▲ 1,098

住宅改修 948 674

▲ 606

特定福祉用具購入 756 778 22

福祉用具貸与 49,056 48,450

144 12 ▲ 132

▲ 2,672

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,344 2,246 902

夜間対応型訪問介護

居宅サービス計 188,868 186,196

▲ 14

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護 2,544 2,530

1,148

認知症対応型通所介護 1,188 998 ▲ 190

地域密着型通所介護 8,112 9,260

125,706,000 ▲ 20,934,000

522,247,000 ▲ 23,353,000

104

地域密着型サービス計 21,264 22,316 1,052

看護小規模多機能型居宅介護 1,416 1,520

0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1,392 1,048 ▲ 344

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0

5,124 4,702 ▲ 422 ▲ 68,013,000

0 0

288,234,000 ▲ 104,308,000

394,847,000 ▲ 24,804,000

3,591,917,000 ▲ 52,764,000

▲ 68

居宅介護支援 70,404 67,734 ▲ 2,670

施設サービス計 24,588 24,520

1,236 608 ▲ 628

介護療養型医療施設 0 0 0

15,400 496

介護老人保健施設 8,448 8,512 64

施
設
サ
ー

ビ
ス

介護老人福祉施設 14,904

介護医療院

▲ 4,358合計 305,124

総給付費(円)

実績(見込)値※ 差異

1,998,708,000 34,027,000

111,725,000 ▲ 9,622,000

885,452,000 2,867,000

123,722,000 ▲ 18,227,000

412,955,000 56,967,000

1,964,681,000

355,988,000

141,949,000

882,585,000

121,347,000

計画値

2,423,150,000 ▲ 144,143,000

693,828,000 ▲ 38,151,000

886,857,000 ▲ 126,710,000

145,911,000 ▲ 71,077,000

711,128,000 1,847,000

26,759,000 ▲ 5,744,00032,503,000

709,281,000

216,988,000

1,013,567,000

731,979,000

2,567,293,000

60,321,000 ▲ 24,026,000

1,248,567,000 ▲ 217,906,000

9,729,083,000 ▲ 559,898,000

387,580,000 117,980,000

139,000 ▲ 5,564,000

603,965,000 76,232,000

1,466,473,000

84,347,000

300,766

545,600,000

146,640,000

527,733,000

5,703,000

269,600,000

10,288,981,000

0

487,755,000

2,614,077,000

4,075,662,000

3,644,681,000

4,355,380,000 279,718,000

2,696,282,000 82,205,000

1,269,199,000

253,850,000 ▲ 233,905,000

0 0

7,305,512,000 128,018,000

1,058,054,000 ▲ 35,137,000

21,684,566,000 ▲ 519,781,000

419,651,000

392,542,000

0

1,337,212,000

22,204,347,000

1,093,191,000

7,177,494,000

資料２
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③‐Ⅱ．【介護予防サービス】受給者数及び総給付費の比較

※実績見込値：（令和７年４月～９月の実績値合計）×２

512 56

介護予防通所リハビリテーション 8,568 8,122 ▲ 446

小規模多機能型居宅介護

480 280

1,766

2,520

18

介護予防訪問看護 8,616

30,942

▲ 200

介護予防短期入所療養介護

36 12 ▲ 24

57,060 59,712

介護予防福祉用具貸与 28,848

介護予防短期入所生活介護

2,086 ▲ 434

介護予防住宅改修

介護予防居宅療養管理指導

2,094

特定介護予防福祉用具購入

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ
ー

ビ

ス

▲ 306

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防サービス計

実績(見込)値※1 差異

195,647,000 8,240,000

1,394,062,000 ▲ 25,648,000

40,962,000 ▲ 10,274,000

受
　
　
給
　
　
率

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

サービス名
受給者数(人)

計画値

地域密着型介護予防サービス計 636 392

48 6 ▲ 42

▲ 64

4,116 5,262

25,622,000 ▲ 17,924,000

64,235,000 16,874,000

総給付費(円)

269,023,000 19,048,000

43,546,000

1,580,000

47,361,000

456

8,195,000

1,020 714

30

▲ 244

認知症対応型共同生活介護

9,512,000 ▲ 4,718,000

実績(見込)値※1 差異

731,000 357,000

79,423,000 ▲ 4,654,000

▲ 20,337,000

24 54

576 326 ▲ 250

2,652

9,446 830

介護予防訪問入浴介護 12 30

認知症対応型通所介護

14,230,000

296,863,000

374,000

249,975,000

▲ 545,0001,035,000

合計

276,526,000

1,146

介護予防訪問リハビリテーション 2,376

436,000 ▲ 856,000

194,158,000 22,622,000

15,910,000 ▲ 301,000

69,296,000 ▲ 20,981,000

178,203,000 ▲ 30,668,000

2,312

96,648 100,822 4,174

介護予防支援 38,952 40,718

1,419,710,000

187,407,000

51,236,000

6,110,000 14,305,000

1,157,453,000 ▲ 23,614,000

計画値

1,181,067,000

208,871,000

90,277,000

16,211,000

171,536,000

1,292,000

84,077,000
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Ⅱ・・・主要施策の推進状況

地域ネットワークの充実
（１）重層的支援の推進

自己評価

（２）地域包括支援センターの機能強化

自己評価

（３）介護予防と自立支援の推進（介護予防・日常生活支援総合事業）

自己評価

2 多機関協働による包括的支援 〇

3
アウトリーチ等を通じた

継続的支援 △

4 参加支援 △

19,728

差異 ▲ 2,011

〇要支援者・事業対象者に対し、指定事業所による訪問型サービス
（予防専門訪問型サービス、生活援助訪問型サービス）を提供し、生
活支援等を行う。
（見込値＝令和７年９月末時点実績　　件×２)
〇生活援助訪問型サービスについては、シルバー人材センターへの委
託によるサービス提供を実施。
〇生活援助訪問型サービスの担い手を確保するため、明石市社会福祉
協議会に委託し、従事者養成研修を年1～2回程度開催している。
・令和７年度末までに149名が修了見込。

計画値 7.0

見込値

7

8 〇

9 介護予防ケアマネジメント

延利用件数 （件）

介護支援専門員から要支援者等に対して、介護予防等を目的として適
正なサービスを提供できるよう支援する。
（見込値＝令和７年９月末時点実績×２)

相談件数

21,739

重層的支援体制整備事業の
実施

令和５年度より事業開始。福祉関連計画（地域福祉計画等）に定める基本方針（高齢者、障害者、子ど
も、生活困窮その他福祉に関する方針）を踏まえ、明石市社会福祉協議会が実施する地域福祉活動とも連
携して、地域住民への支援や環境づくりを進めている。具体的には３つの事業（包括的相談支援事業、地
域づくり事業、多機関協働事業等）を一体的に実施することで包括的な支援体制の推進を図っている。

〇

権利擁護 〇

〇
令和6年度実績 17,860

令和7年度見込 17,598

包括的・継続的ケアマネジメ
ント支援

令和6年度実績 2

令和7年度見込

2,810

3.2

延利用件数 （件）

計画値

差異

（％）

1

6 総合相談 〇

相談件数 （件）

　複合化・複雑化した支援ニーズを有する事例に対して、次に掲げる
事項について実施している。（1）相談者等に対する支援の実施（2）
相談支援機関間の円滑な連携体制の構築（3）重層的支援会議の開催

令和5年度実績 2

令和6年度実績 10

令和7年度見込

△

No. 施策 取組内容及び推進状況

5 必要な体制の検討、確保

　地域総合支援センターが包括的支援事業にかかる業務を適切に実施できるよう、配置が義務付けられて
いる３職種（看護師・保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）は、おおむね国の基準通りに配置でき
ている。また、その他の専門職や事務職を含めた必要な体制を確保しているが、一定数人材不足である状
態が続いているため、引き続き体制強化のための取組（業務の見直し、職員募集等）を進めていく。

4

相談件数 （件）

No. 施策

▲ 3.8

相談件数 （件）
地域総合支援センターにおいて、権利侵害を受けている高齢者等に対
し、次に掲げる事項について実施している。（1）普及啓発（2）高齢
者虐待への対応（3）消費者被害への対応（4）成年後見制度の利用支
援（5）認知症高齢者等への支援

令和5年度実績 3,735

令和6年度実績 4,050

令和7年度見込 4,000

相談件数 （件）

地域総合支援センターにおいて、次に掲げる事項について実施してい
る。（1）包括的・継続的なケアマネジメント体制の構築（2）介護支
援専門員のネットワークの活用（3）介護支援専門員への支援

令和5年度実績 2,573

令和6年度実績

令和7年度見込 2,800

実績（見込）値

令和5年度実績 17,933

10
地域総合支援センター運営協

議会 〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

訪問型サービス費の支給 △11 生活援助訪問型サービ
スの割合

地域総合支援センターにおいて、地域の高齢者に対し、次に掲げる事
項について実施している。（1）地域におけるネットワーク構築（2）
相談支援

令和5年度実績 41,857

（件）

1

1

令和6年度実績

取組内容及び推進状況

　支援関係機関等との連携や地域住民とのつながりを構築し、支援が
届いていない人を把握した上で、信頼関係に基づくつながりを形成す
るために、必要な支援を行っている。

令和5年度実績 2

令和6年度実績 1

令和7年度見込 1

相談件数 （件）

〇多機関協働事業等において、参加支援が必要と認められた世帯に対
し、社会との繋がりに向けた支援を実施した。

令和5年度実績

40,384

令和7年度見込 40,000

開催回数 （回）
地域総合支援センター運営協議会において、次に掲げる事項ついて実
施している。（1）地域総合支援センターの設置等に関すること（2）
地域総合支援センターの運営及び評価に関すること（3）地域におけ
る多機関及び多職種のネットワーク化の推進に関すること

令和5年度実績 2

令和6年度実績 2

令和7年度見込 2
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実績（見込）値 100.0

10

短期集中後に通所型を利用していな
い割合 （％）

通所型サービス費の支給 〇

延利用件数 （件）

計画値 25,080

実績（見込）値 25,856

介護予防の普及啓発

75歳到達者に「高齢者の質問票」を送付し、返送された回答に対し
て、現状についてのコメントやフレイル予防・改善策を紹介した結果
表に各種相談窓口や個別相談、地域の通いの場などの情報提供を同封
して送付している。また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
を推進するため、後期高齢者医療保険や健康増進部門で使用する「高
齢者の質問票」を活用することで事業間の連携を図っている。介護予
防の取組を必要とする者を把握して情報提供は行っているものの、介
護予防事業参加につなげる取組が十分ではない。

〇

〇要支援者・事業対象者に対し、指定事業所による通所型サービス
（予防専門通所型サービス）を提供し、生活支援等を行う。
（見込値＝令和７年９月末時点実績×２)
〇「再見！生活プログラム」（訪問と通所を組み合わせた短期集中予
防サービス）を委託により実施、令和５年度実績２名。令和６年度実
績２名。令和７年度見込み２名。利用者の選定や合意形成が難しく、
利用が伸び悩んでいる。選定の手立てとなる「CMチェックシート」を
作成したほか、居宅介護支援事業所に対するケアマネジメント支援の
ため、リハビリテーション専門職との同行訪問を実施している。ま
た、医療ソーシャルワーカーやサービス事業者等への周知を行った
が、利用件数が少ない現状があるため、令和７年度をもって現在のプ
ログラムを終了する。令和８年度からは新プログラムを予定してい
る。

質問票回答返送率 （％）

差異 ▲ 4.0

13
介護予防の取組を必要とする

高齢者の把握 △

計画値 140

実績（見込）値 129

差異 ▲ 11

差異 776
12

計画値 90.0

14

○神戸学院大学（総合リハビリテーション学部）と協働して、地域づくりの観点から介護予防事業の評価
を実施している。住民主体の通いの場への参加が参加者にもたらす効果について調査、分析を行い、それ
らの結果を介護予防に資する事業展開に活用した。また、結果をまとめたリーフレットを市ホームページ
に掲載した。
○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進におけるデータ分析結果を、介護予防に資する事業に活用
している。

（回）

15

17

〇

令和7年度見込 88

16 シニア活動の応援

▲ 10

健康教室開催回数

19 一般介護予防事業の評価

参加人数 （人）

計画値 650

実績（見込）値 640

差異

〇早期にフレイル状態に気づき対策を行うことで、自立した健康な状
態を取り戻し、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、75歳以上の
後期高齢者医療保険加入者を対象として、庁内の保健事業・介護予防
事業の担当部局及び関係団体と連携し、フレイル対策を行っている。
〇取組を効果的に進めるために、健診受診の推進や通いの場の参加者
等を対象とした「高齢者の質問票」による状態の確認及びフレイル予
防に関する健康教育、相談事業等を行っている。
〇過去の一定期間のうち後期高齢者健診、医療や介護サービスの利用
履歴のない者を健康状態不明者として「高齢者の質問票」による状態
の確認やフレイル状態ハイリスク者への訪問・電話等を行い必要な
サービスに接続している。
〇地域の通いの場等においてフレイル予防の健康教室や個別相談を行
い、参加者の状況に応じて必要なサービスに接続している。

計画値 38

実績（見込）値 46

差異 8
18

高齢者の保健事業と介護予防
の一体的な推進

自主グループ活動の支援

リハビリテーション専門職を
活用した地域介護予防活動の

支援 令和6年度実績 173

令和7年度見込 155

（グループ）

（人）

（件） リハビリテーション専門職が専門性に基づく関与を行うことにより、
地域における介護予防の取組を総合的に支援し、高齢者を年齢や心身
の状況によって分け隔てることなく、誰でも一緒に参加することので
きる介護予防活動を目指す。介護予防に資する住民主体の活動を効果
的に育成・継続支援するため、地域のリハビリテーション専門職を活
用し、介護予防の普及啓発や自主グループ活動の支援を行う。(左表
は自主グループ活動団体にリハビリテーション専門職等を派遣した件
数)

〇

実績（見込）値 50.0

介護予防教室
開催回数

（回）

81

令和6年度実績 96

差異

2,761

差異 381

参加者数

自主グループ数

令和5年度実績 172

計画値 54.0

〇地域の介護予防力強化のため、地域の高齢者を対象に、介護予防教
室等の取組を通じて介護予防に関する知識の普及啓発を行っている。
○脳の健康づくりとともに住民同士の支え合いの仕組みづくりにつな
がる取組として、「みんなで脳力アップ教室」を実施。（令和７年９
月～令和８年３月　 衣川コミセン　受講生：17名　教室サポー
ター：17名）
○自宅にいながらパソコン・タブレット・スマートフォン等（イン
ターネットにつながっている物）を利用して参加できる体操教室「オ
ンライン版元気アップ体操教室」を開催。（令和７年度見込　26回）

〇

令和5年度実績

〇介護予防活動を目的に自主活動を行っているグループ（自主グルー
プ）の育成支援や継続支援を行うため、市の健康運動指導士等を派遣
し、育成支援は１グループ４・５回、継続支援は１グループ年２回程
度の支援を行っている。会員の高齢化に伴い参加者数が減少するグ
ループが増えている現状があるため、地域総合支援センターの生活支
援コーディネーターと協力して、活動活性化の支援を行っている。
〇住民運営の通いの場へのリハビリテーション専門職の関与を推進す
るため、自主グループに対し、リハビリテーション専門職を派遣する
ことにより、住民運営の通いの場等を充実させ、地域における介護予
防等の取組の機能強化を図っている。

〇

〇高齢者の閉じこもりや地域からの孤立を防止するとともに、高齢者同士の地域の支え合い体制を構築す
る目的で高齢者が自主的に運営し、高齢者の居場所や活動の拠点として、健康づくりや生きがいづくり、
地域貢献活動等の活動の場を提供する取組に対し、その経費の一部を補助している 。また、令和6年度か
ら引き続き令和7年度においても、運営者を対象とした情報交換・交流会を催し、活動内容の共有や運営
者の交流促進を図った。
〇令和5年度は22団体、令和6年度は新規3団体を含め23団体、令和7年度は22団体を採択。また、補助金を
受けていた団体が、活動資金を自主財源等に切り替え、自立的な運用を進めている事例もある（令和5年
度1団体、令和7年度1団体が補助金受給を止め自主財源等で活動を継続中）

〇

派遣延件数

計画値 2,380

実績（見込）値

4



（４）地域ケア会議の推進

自己評価

（５）在宅医療・介護連携の推進

自己評価

（６）在宅生活の支援

自己評価

No. 施策 取組内容及び推進状況

〇

〇

〇

250

検討事例数

〇個別事例から地域課題を抽出し、その課題について関係機関で検討
を重ねることにより、地域の課題を関係者で共有している。
〇関係機関との連携や多職種協働等による課題解決に向けた具体的な
検討を行っている。

令和5年度実績

（件）

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

20 地域ケア個別会議の実施 〇

22
専門部会（地域ケア推進会

議）の実施
個別事例の検討や地域福祉活動等から抽出した地域課題のうち、運営会議において協議すべきと判断され
た課題について共有し、課題解決に向けた取り組みについて協議している。

21
自立支援型ケアマネジメント

会議 〇

（回）

207

令和6年度実績 193

令和7年度見込

25 多職種による連携の強化

〇職能団体等との意見交換会での意見、在宅医療・介護連携支援窓口への個別相談等から抽出した課題の
うち、多職種協働で課題解決に取り組むことが望ましい課題についてワーキングを設置している。令和５
年度に「職域理解による連携ワーキング」を立ち上げて、連携上の課題についてのアンケート調査を行い
課題の整理等を行った。それぞれの専門職が支援の幅を広げ、チームとして支援できるよう前向きに検討
していく重要性についても合意形成できた。令和６年度はそれらの結果を明石市版の連携ルールに反映し
た改訂版を作成した。令和７年度は入退院支援における連携ワーキングを立ち上げ、多職種で意見交換
し、必要なガイドラインを共有した。ワーキングとしては単年度で終了したが、必要なツールの必要性等
について、引き続き明石市地域総合支援協議会で検討をおこなっていくこととなった。
〇顔の見える関係づくりや相互理解を深めることを目的に、医療・介護関係者の多職種連携学習会を開
催。令和６年度は「食」や「口腔ケア」をテーマに、地域医療支援病院である明石市立市民病院と明石医
療センターで開催。令和７年度も同医療機関で開催を予定している。
・多職種連携学習会の開催回数（回）
　令和４年度実績 １回/令和５年度実績 ２回/令和６年度実績 ２回/令和７年度見込み　２回

〇

〇在宅寝たきり高齢者や認知症高齢者を自宅で介護する家族におむつなどの介護用品を支給することで身
体的、精神的、経済的負担の軽減を図っている。
・支給件数：178件（令和７年12月末時点）
〇認知症等により火災予防が必要な高齢者に対し、日常生活用具を給付している。
・給付件数：10件（電磁調理器：10台、火災報知器：２台、自動消火器：２台）（令和７年12月末時点）
〇行方不明のおそれのある認知症高齢者を介護している家族に居場所検索用端末機（ＧＰＳ）を貸与し、
認知症高齢者の居場所の早期発見を図る。
・利用件数：19名（新規：５名）（令和７年12月末時点）

24 在宅医療・介護連携の推進

〇地域総合支援センターに在宅医療・介護の連携を総合的に進める人材を育成・配置し、地域の介護・医
療関係者等からの在宅医療・介護連携に関する事項の相談を受け付けるほか、必要に応じて、退院の際の
地域の介護関係者と医療関係者の連絡調整や、患者やその家族の要望を踏まえた地域の介護保険サービス
事業所や医療機関等の紹介を行っている。
・相談件数（件） R４年度実績 34件/R５年度実績 17件/R６年度実績 17件/R７年度見込み　20件

〇在宅療養をおくるうえで知っておいていただきたいことや、「自分らしく暮らす」ということについて
自分自身で考え、周囲の人とも話し合うきっかけとしても利用できる、市民向けの情報冊子「在宅医療・
介護ハンドブック」を10,000部作製。地域総合支援センターや医療機関を通じ配布。民生児童委員やMSW
連絡会等でもＰＲをおこなった。（令和７年度配布見込　1,000部）

No. 施策 取組内容及び推進状況

23 まちなかゾーン会議の設置

〇行政や保健医療福祉関係者、地域住民組織の代表者等が連携し、地域課題を解決する協働のプラット
フォームとして設置した。地域課題の解決を図るため、生活習慣病予防や歯・口腔、こころの健康づくり
などの健康課題や認知症、生活支援などのテーマについて検討している。
〇令和６年度には、各まちなかゾーン会議の会長が集まり、会長会を開催し、まちなかゾーン会議の趣旨
と各地域での活動状況を全体で共有した。

26 在宅生活の支援

開催回数 （回）

計画値 10

実績（見込）値 20

差異 10

検討事例数 （件）

計画値 20

開催回数

令和5年度実績 207

令和6年度実績 193

令和7年度見込

実績（見込）値 20

差異 0

検討を要する個別事例に対して、専門職による助言や同行訪問を行う
ことで、要支援者等の生活機能の維持・改善の向上を目指すととも
に、地域課題の抽出、ケアマネジャーによるケアマネジメント支援強
化を図る。事例検討を深めるために、令和５年度から１会議につき１
事例を取り扱う。

250
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（７）高齢者の住まいの安定確保

自己評価

適切な介護保険サービスの確保
（１）在宅サービスの促進

自己評価

定員数 計画数 定員数

養護老人ホーム 160人 170人 160人 150人

軽費老人ホーム 218人 218人 218人 218人

訪問看護

通所介護

定員数

地域密着型通所介護

令和６年度

9

看護小規模多機能型居宅介護 5

〇虚弱な単身高齢者や高齢者のみの世帯を対象の高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に居住する高
齢者に生活援助員を配置して生活指導や相談、安否確認等のサービスを提供し、自立生活を営めるよう支
援する。
・３箇所、134戸

サービス名
R7.3.31
時点

〇

〇

28
養護老人ホーム・軽費老人

ホームの確保 〇

87

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

7 8

居宅療養管理指導 1 1

27

60 短期入所療養介護 6 6

〇

56

37 35

小規模多機能型居宅介護 11 11

夜間対応型訪問介護 1 1

認知症対応型通所介護 9

89

29 住まいへの支援
要介護認定を受けた高齢者に対し、段差の解消などのための住宅改造に係る費用の助成を行うことで、居
住する住宅で自立した生活を送ることができるよう支援する。
・住宅改造助成件数：49件（令和７年12月末時点）

〇

訪問リハビリテーション 4 4

通所リハビリテーション 6 6

R7.3.31
時点

R8.1.1
時点

No. 施策 取組内容及び推進状況

30
在宅サービス・地域密着型

サービスの整備促進

45 44 福祉用具販売 14 14

居宅介護支援

サービス名

31
地域密着型サービス運営委員

会の運営

地域密着型サービスの公正かつ透明性の高い制度運営を確保する為、委員会を開催し、サービスの適正な
運営に向けて協議を行っている。

・令和７年(2025年)度開催状況
　１回目：令和７年７月31日
　協議内容：介護サービス事業者の新規指定及び指定更新に向けた協議。

〇養護老人ホームの定員変更は令和７年度中に完了している。市内２施設の満床率は増加傾向であり適正
な運営は保持されている。
〇軽費老人ホームの定員に対する入居者数は平均８割で推移しており、適正な水準を維持していることか
ら、計画どおりの定員数を継続する。
〇養護老人ホーム及び軽費老人ホームに対して計画的な実地指導監査を実施し、サービスの質の確保に努
めた。また、入所者及び事業者からの相談対応や情報提供を行い、適正な運営の支援に努めた。

R8.1.1
時点

訪問介護 98 100 福祉用具貸与 14 13

訪問入浴介護 6 6 短期入所生活介護 20 20

地域の実情に応じて、在宅介護サービスを提供する事業者の指定を行っている。
・令和７年１月１日時点の居宅サービスの指定数　※休止中を含む
（医療みなし指定、総合事業を除く）

高齢者に配慮した住まいの確
保

〇高齢者に配慮した住まいの確保のため、認知症対応型共同生活介護の整備床数を中・長期計画数から９
床前倒しのうえ、混合型特定施設入居者生活介護を行うサービス付き高齢者向け住宅と併せて事業者の公
募を行った。またセーフティネット住宅に関する情報を市ホームページで提供した。
※介護保険施設の整備状況はNo.32を参照。

602人

取組内容及び推進状況No. 施策

5

87人

602人

87人

18施設サービス付高齢者向け住宅 18施設 602人

施設数 定員数

住宅型有料老人ホーム 3施設 87人

施設数

18施設

3施設

施設数

令和７年度

計画数

3施設

定員数

令和５年度 令和６年度 令和７年度

6



（２）施設サービスの充実

自己評価

（３）介護保険サービスの質の向上

自己評価

（４）介護保険サービスの適正利用の促進

自己評価

令和22年を見据えた中長期的
な必要量の推計を踏まえた介

護保険施設の整備

　介護保険施設等の整備状況や、国や県の介護保険施設等の整備方針を踏まえ、以下に掲げる本市の介護
保険施設等の整備計画に基づき、整備を図る。

施策 取組内容及び推進状況

サービス名

804

438

0

596

142

1,155

令和６年度末
時点（総数）

※整備中を含む

60 974特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

介護医療院

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

No.

32

施策 取組内容及び推進状況

令和22年度末ま
での整備計画数

（総数）

1,155

145

596

100

501

1,374

No.

△0 1,155

No. 施策 取組内容及び推進状況

33
事業者への適切な指導・監査

の実施

介護給付費等対象サービスの質を確保するため、福祉施設支援課と協力し、介護事業所への運営指導を
行っている。
・福祉施設支援課　運営指導実施対象事業所：70か所（見込）
※うち、高齢者総合支援室と合同で実地指導を行った事業所数：29か所(見込)

0 145

0 596

0 50

18 456

介護老人福祉施設

37
適正な要支援・要介護認定の

実施

調査票検収 （％） 〇適切かつ公平な要介護認定を行うため、市調査員、居宅介護支援事
業所及び個人委託の介護支援専門員が実施した認定調査実施後の調査
票の内容について、市職員が全件検収を実施している。(令和７年９
月末　6,459件)
〇認定調査員の技術力向上を目的として、県が実施する調査員研修へ
の参加の呼び掛けや、市独自に新任認定調査員向けの従事者説明会、
現任調査員勉強会を実施している。

〇
計画値 100

実績（見込）値 100

差異 0

〇

34
制度の周知・啓発と苦情への

対応

〇介護等が必要となった際に円滑なサービス利用につながるよう、また、制度への理解を深めてもらえる
よう、パンフレットの配布や出前講座を開催し、利用者のサービスの選択を支援する。
・介護保険パンフレット　よく分かる介護保険　20,000部作成
・出前講座　４回実施（令和７年12月末現在）
〇介護サービスに係る苦情対応については、市が直接相談を受けている。介護サービス事業所の指定申請
の際、相談窓口に市の連絡先を記載するよう指導し、周知を図っている。

〇

35 介護支援専門員の支援

〇地域総合支援センターにおいて、困難事例を抱えた介護支援専門員に対する相談支援や介護支援専門員
間のネットワークの活用、包括的・継続的なケアマネジメント体制の構築などを行っている。
〇居宅介護支援事業者等に対し「自立支援等に資するケアマネジメントに関する明石市の基本方針」を通
知し、保険者のケアマネジメントについての基本的な考え方を示している。
〇居宅介護支援事業者等に対し、ケアマネジメントに必要な知識についての研修を開催（令和７年10月24
日)
〇居宅介護支援事業所からなる居宅部会と懇談会を実施した。（令和７年12月17日）
〇１年以内に資格の更新を行った介護支援専門員（主任介護支援専門員）に対して、３万円（主任介護支
援専門員は５万円）の介護支援専門員継続支援給付金を支給した。（34件/136万円：令和７年12月末時
点）

〇

36
障害のある高齢者へのケアマ

ネジメントの充実

障害サービスを利用している障害者が65歳になり要介護認定を受けた場合、介護保険サービスを優先的に
利用することになるため、障害サービスから介護サービスへの円滑な移行について、居宅介護支援事業所
との懇談会等において質問を受け付け、周知を図っている。
また、訪問介護等、障害サービスと併せて新規に事業所を開設する事業所に対しては、共生型サービスと
しての指定も可能であることを周知している。

〇

38 ケアプランの点検

点検件数 （件）
令和７年度は、認定調査状況と利用しているサービスに乖離があった
り、支給限度額が一定割合を超えている事業所等を抽出し、点検を
行っている。併せて、困難ケース等ケアプラン立案が難しい利用者に
ついて、専門家のアドバイスによる支援を行った。

〇
計画値 60

実績（見込）値 60

差異 0

39 縦覧点検・医療情報との突合

縦覧点検 （件）

国保連合会から送付される各種帳票等の点検を行うことで、請求内容
の誤りを発見し、事業所に対して適正な請求を促した。（実績値は令
和７年12月末現在）

〇

計画値 130

実績（見込）値 141

差異 11

医療給付情報突合 （件）

国保連合会から送付される介護保険と医療保険の利用状況を確認し、
入院中の介護保険利用など不適切な請求を行っている事業所に対して
訂正を促した。（実績値は令和７年12月末現在）

計画値 15

実績（見込）値

令和８年度末までの整
備計画数（総数）

第９期計画期間

令和７年度
整備決定数

15

差異 0
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（５）介護人材の確保・育成への支援

自己評価

（６）感染症対策の促進

自己評価

認知症の人や家族等への支援の充実
（１）認知症の理解促進

自己評価No. 施策 取組内容及び推進状況

〇
計画値 3,000

実績（見込）値 2,500

差異

49 キャラバン・メイトの養成

〇認知症サポーター養成講座の講師役であるキャラバン・メイトを養成し、さらに認知症啓発を広げてい
く。
○全国キャラバン・メイト連絡協議会の標準教材更新に伴い、市独自の教材も内容を見直し、新しい認知
症観に基づく解説内容とした。
・キャラバン・メイト養成(開催回数：１回、参加者数：36名)

〇

▲ 500

48
認知症サポーター（オレンジ

サポーター）の養成

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を見守るまちづ
くりのために、（認知症）オレンジサポーターを養成している。住民
だけでなく、小・中学校等をはじめ、企業・市民団体等において積極
的に認知症サポーターの養成に取り組んだ。
・オレンジサポーター養成講座(開催回数：51回、参加者数：1,509
名)（令和７年12月末現在）

40 住宅改修の点検

書類審査 (％)

改修が必要となる理由書や内容、図面、改修前写真及び見積書等の書
類による事前審査と、改修後の完成写真や図面等の書類による事後審
査を全件実施している。

〇
計画値 100

100

差異 0

疑義が生じた改修の現
地調査 (％)

改修規模が大きいなどの理由で、提出書類や写真では完成後の状況の
確認が困難なケース等、疑義が生じた際に現地調査を実施する。 〇計画値 100

実績（見込）値 100

差異 0

No. 施策 取組内容及び推進状況

41
人材の確保・育成・定着に向

けた取組の促進

〇介護等人材確保・資格取得支援事業
・市内の福祉事業所等で働く職員及び法人に対して研修や試験の受講費の助成を行う。初任者研修に係る
補助を上乗せし、全額補助とする。（137件/433万円：令和８年１月20日時点）
〇福祉のしごと魅力発信事業
・介護・障害分野における仕事の魅力や市実施の支援施策等を広く市民に向け発信する。
〇市単独での「就職説明会」の開催（年１回）
〇各種研修・試験対策講座の実施
・マネジメント研修（虐待防止研修、管理職研修）
・福祉事業所で働く新人・若手職員向けフォローアップ研修
・ケアマネジャー試験対策講座の実施

〇

42
県など関係機関と連携した取

組

〇介護に関する就労支援事業
　兵庫県が実施する介護に関する再就職支援講習を明石市内にて明石市共催で実施し、就労に繋げること
により、介護職員の確保を図る。
〇福祉の就職説明会の実施
　福祉職未経験の中高年者も応募が可能な就職説明会を県福祉人材センター主催明石市共催で明石市内に
て実施し、法人と求職者のマッチングを支援する。

〇

43 指導や監査の実施 No.33に記載 〇

44
介護現場における生産性向上

の取組

〇職場環境の向上や利用者支援の充実を目的として、市内の福祉事業所で実施されている好事例を収集し
「あかしの福祉の好事例集」として発行し、好事例の共有を図った。
〇大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入な必要な経費の補助を行っている。（県補
助10/10）
○介護現場の効率化支援を目的として、令和６年３月より電子申請届出システムを導入し、介護サービス
に係る指定及び報酬請求係る申請・届出を行うことができるようにしている。（従来の郵送等による申請
方法からの移行率約25％）

△

45 ボランティア活動の促進

〇明石市社会福祉協議会に明石市ボランティアセンターを置き、各種ボランティア活動を開始しようとす
る人やボランティア活動中の人等に幅広く支援を行っている。
〇高齢者等が活躍できる場を増やし、役割をもって生活できる地域づくりを進めるため、明石市ボラン
ティアセンターを通じて、ボランティア活動への動機づけや、地域ボランティア活動の周知を図った。

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

47 感染症流行時への支援

高齢者施設等には感染症の集団発生時に市への報告を求めており、市では報告を受けた内容について確認
し、必要に応じて施設の対応について改善指導等を行っている。
新型コロナウイルス感染症の５類移行後も介護サービス事業所の人員基準等の臨時的取扱いが継続してい
るものについては、その取扱いに基づき柔軟に対応している。
感染者が増加した時期においても、自主グループ活動や地域の通いの場等における感染対策として具体的
な予防方法等の情報提供を行い、高齢者の活動の機会が失われないよう努めた。

〇

46
感染症流行時に備えた対策の

推進

行政・保健所・施設・地域の関係者で構成する、明石市高齢者施設等における感染対策ネットワーク会議
を開催し、高齢者施設等における感染症に関する課題の抽出とその対策の検討を行っている。
また、感染管理認定看護師(ICN)と連携し、高齢者施設等へ訪問して各施設の感染症対策の状況を確認す
る感染対策ラウンドを実施したほか、「感染クラスター８」を活用した感染対策研修会の開催や、感染対
策に関する出前講座を行った。

〇

実績（見込）値

養成講座受講人数 （人）
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（２）早期の気づき・早期支援の推進

自己評価

（３）本人の尊厳確保

自己評価

助成団体数 (か所)

No. 施策 取組内容及び推進状況

58
認知症予防に資する可能性の

ある取組の推進

○認知症についての正しい知識や認知症予防に役立つ体操や食生活について介護予防出前講座（認知症予
防編）を開催。開催回数：3回（参加者数：54名）
○脳の健康セミナーを開催。（衣川コミュニティ・センター　参加者数：38名）
○公文教育研究会学習療法センターの教材を用いた「みんなで脳力アップ教室」の開催。（令和７年９月
～令和８年３月　衣川コミセン：17名受講）

〇

計画値 12

実績（見込）値 11

差異 ▲ 1

61 認知症カフェや居場所の推進

認知症の人やその家族、医療や介護の専門職、地域の人など、誰もが
気軽に参加でき、認知症の人やその家族同士が交流したり情報交換で
きる認知症カフェを運営する団体等に対し、運営費等の一部を助成し
ている。

〇

成年後見制度利用支援事業の
実施

認知症、知的・精神障害等により判断能力が低下し、日常生活を営むことに支障がある高齢者が、より安
全な日常生活を営むことができるよう、申し立てを行う親族等がいない場合に、市長が代わって申し立て
手続きを行う。また、必要に応じて費用の助成を行う。

・市長申立22件（令和７年12月末時点。障害福祉分１件含む。）

・報酬助成109件（令和７年12月末時点。障害福祉分30件含む。）

〇

60
認知症の人の社会参加・本人

発信の支援

認知症の人本人が自らの経験に基づき市の事業等に関わる「あかしオレンジピアサポーター」を令和４年
７月に創設。本人ミーティング（ピアサポーター会議）の開催や、オレンジサポーター養成講座で講師と
して登壇していただく機会づくり等、認知症の人の社会参加や発信を支援している。
・登録人数：４名（令和７年12月末時点）

〇

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

〇認知症チェックシートからオレンジチェックシートへと名称を変更し、ご家族の連絡先欄を追加するな
ど、より活用しやすい様式へと改訂を行った。
〇オレンジチェックシート提出後、受診勧奨通知を送付した対象者のうち、医療費助成未申請の者へ、再
度、受診勧奨通知を送付するなど、MCIを含めた認知症の早期発見、早期受診に向けた取り組みを行って
いる。再受診勧奨により、少数ながら受診に繋がったものの、未受診者への対応が課題として残る。
・令和６年度　再受診勧奨通知送付数：122件（うち、医療費助成につながった件数：10件）

△

55

地域総合支援センターに医療職と福祉・介護職のチームを配置するとともに、認知症の人や認知症が疑わ
れる人に早い段階で、複数の専門職が家庭を訪問し、観察評価を行った上で初期支援を行っている。現状
として利用者数が伸びず、制度の周知啓発に課題が残る。
・チーム員会議：およそ月１回開催
・対応者数：２名（令和7年12月末時点）

59

57
軽度認知障害（ＭＣＩ）支援

体制の構築

認知症初期集中支援事業の推
進 △

56
認知症相談（精神保健相談）

の実施

認知症や認知症が疑われる高齢者に対し、精神科医師等のチームによる訪問を実施し、相談や保健福祉
サービスの紹介、場合により初期集中支援チームと連携することで、適切な支援に繋げるよう、明石市医
師会が行う事業に助成している。
・件数：0名（令和７年12月末時点）

53
認知症早期支援事業（認知症
診断費用等助成事業）の実施

65歳以上の高齢者を対象として、オレンジチェックシート（認知症チェックシート）を提出してもらい、
その結果により医療機関の受診勧奨と医療費の全額助成を行うことで、認知症の早期発見・早期対応に繋
げるための「認知症早期支援事業」を引き続き実施した。
・オレンジチェックシート提出件数：1,831名（令和７年12月末時点）
・医療費助成申請件数：151件（令和７年12月末時点）

〇

54
認知症あんしんプロジェクト

の実施

認知症と診断され、在宅で生活されている方に認知症サポート給付金（20,000円）を支給するとともに、
あかしオレンジ手帳（認知症手帳）及び宅配弁当等の３つの無料券（あんしんチケット）を交付し、介護
者の負担軽減及び在宅生活の支援を図っている。
・支給人数：227人（令和７年12月末時点）

〇

△

51 相談体制の充実
認知症について市民が気軽に相談できるよう、市内６か所の地域総合支援センター及び認知症総合相談窓
口等で介護や医療等に関する相談に対応している。
・相談件数：12,000件（見込）

52 認知症ケアパスの活用

医師会と連携し、医療機関や受けられるサービスなどの認知症に関する情報を記載した「認知症のキホ
ン」を作成し、相談の際に活用したり、必要な方へ配付している。掲載内容を最新のものに適宜改訂して
いるが、各所への配付に留まり、活用するまでには至っていない。
・作成部数：2,000部・配布部数：1,500部
・配布先：地域総合支援センター、社会福祉協議会、医療機関、市民センター等

△

50
「認知症の日」及び「認知症

月間」における取組

○「共生社会の実現を促進するための認知症基本法」に規定された、「認知症の日」（９月21日）、「認
知症月間」（９月）に合わせ、例年の認知症啓発事業に加え、認知症啓発イベント「高齢者福祉月間オー
プニングイベント　あかしオレンジ・フェス」を開催した。
・認知症啓発イベント来場者数　約300人

〇
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（４）医療･介護体制の充実

自己評価

（５）見守り・地域支援体制の充実

自己評価

（６）若年性認知症の人への支援

自己評価

整備計画に基づき、地域密着型サービス（認知症対応型グループホーム）及び特定施設入居者生活介護を
行うサービス付き高齢者向け住宅事業者の公募を行った。

72
若年性認知症の支援体制の整

備

認知症早期支援事業において、若年性認知症と診断された64歳未満の方も診断費用助成の対象とし、支援
体制の整備を図っている。今後は、若年性認知症に関する専門相談や各種支援が、個々の状況に応じて適
切に実施されるよう体制整備に取り組む。

△

71 若年性認知症の周知・啓発

〇生活や体調の変化などにより、若年性認知症について疑いを持った人が相談できる窓口や医療機関、若
年性認知症の人が利用できる制度やサービス等を紹介する若年性認知症ケアパス（若年性認知症のキホ
ン）を活用し、必要な人へ説明するとともに、市内24か所の医療機関（認知症の相談が出来る医療機関）
に設置するなど、周知啓発を行っている。
〇９月に開催した認知症啓発推進月間イベントにおいて、９月７日に開催した「あかしオレンジフェス」
では、認知症家族会あった会と合同で若年性認知症家族会ひまわりも、来場者の相談ブースを出展。

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

〇

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

64
認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）等の整備

62 医療・介護体制の充実

〇明石市医師会と市の間で締結した「認知症施策に関する包括連携協定」に基づき、あかしオレンジ手帳
やケアパスの活用、認知症早期支援事業などを通じて、医療機関と介護保険サービスの連携を強化してい
る。
〇認知症初期集中支援チームや精神保健相談事業などの利用により、必要な医療等につながりにくい事案
に対し、各種専門職が連携して動くことで適切な支援につなげている。

〇

66 シルバーサポーターの養成
既存のオレンジサポーターに加え、新たに、認知症の人の特徴と関わり方、関連する制度、地域資源等に
ついて学び、様々な場で地域支援を行うシルバーサポーターを養成している。
・シルバーサポーター養成講座　参加者数：23人（延べ登録者数：222人）

63
認知症あんしんネットワーク

会議の開催

医療機関や介護サービス事業所、認知症家族会や地域の活動団体、警察やシルバー人材センターなどの関
係機関が一堂に会し、市の施策や各団体の取り組みについて情報共有、意見交換を行う官民連携の「明石
市認知症あんしんネットワーク会議」を年１回開催している。協議で出された意見等は積極的に施策へ反
映させ、認知症施策の改善やさらなる充実につなげている。（令和７年度：令和８年１月19日開催）

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

〇

67 ゴールドサポーターの養成
シルバーサポーターとして経験を踏まえ、在宅支援の留意事項等について学び、訪問等により在宅支援を
行うゴールドサポーターの養成を目指し、ゴールドサポーターの担い手や訪問対象者の選定作業を進めて
いる。既存の仕組みをベースに考え、今年度中に第一号の認定を行う予定。

△

68 チームオレンジの構築
認知症当事者や支援者等がチームとなって認知症のある人やその家族を支えていく、「チームオレンジ」
の構築を見据え、ルールづくりやチームの選定作業を進めている。今年度中に既存の団体を第一号として
認定する予定。

△

69 認知症家族会への支援

〇認知症高齢者を介護している家族や介護経験者等が集い、介護体験の交流を行い、互いに励まし合うと
ともに助言や情報の提供を行う「あった会」を定例開催。
原則、第２金曜日　13：30～15：30（月１回開催）
〇９月に開催した認知症啓発推進月間イベントとして９月７日に開催した「あかしオレンジフェス」で
は、若年性認知症家族会ひまわりと合同で、来場者の相談ブースを出展。また、11月14日には、ピアサ
ポーター会議との合同開催を実施した。

〇

70
見守りＳＯＳネットワーク事

業との連携
行方不明のおそれのある高齢者を早期発見、保護できるよう、市民に対し社会福祉協議会が実施する見守
りＳＯＳネットワーク事業を周知している。 △

65 認知症地域支援推進員の配置

〇認知症基本法の理念を踏まえ、関係機関と連携し、様々な認知症施策を連動して、認知症の人と家族の
支援を実施する役割を担う認知症地域支援推進員を地域総合支援センターに２名配置。
〇チームオレンジに係る取り組み、オレンジピアサポーターの推進、オレンジサポーター養成講座等を通
じて「新しい認知症観」の普及啓発を行う。
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権利擁護の取組の推進
（１）成年後見制度の普及促進

自己評価

（２）高齢者の虐待防止及び早期発見・早期対応

自己評価

支え合い、いきいき暮らせる地域づくり
（１）健康づくりの推進・意識の向上

自己評価

No. 施策 取組内容及び推進状況

75
高齢者虐待の防止及び早期発

見・早期対応

〇高齢者虐待が疑われる場合の虐待通報窓口や、介護に関する悩みを相談できる窓口を市役所のほか地域
総合支援センターに設置。また、夜間・休日の緊急相談専用電話を開設し、早期発見・早期対応につなが
る環境整備を図った。
〇医師会、司法書士会、警察等関係団体,地域の介護サービス事業者、民生児童委員などと連携し、見守
り体制の充実、虐待防止を図っている。
・高齢者虐待通報件数　238件（令和６年度）

〇

76
高齢者虐待に対する啓発と対

応力の向上

○市民向け及び事業所向けの高齢者虐待防止パンフレット等を引き続き活用し、各地域総合支援センター
において市民や介護事業所に向けて、高齢者の権利擁護、虐待の早期相談に関する研修を実施。
○高齢者虐待の通報経路を分析し、今年度は訪問看護事業所に向け研修を開催している。

〇

73 成年後見制度の普及促進

〇社会福祉協議会に後見支援センター運営業務を委託。後見・権利擁護に関する専門的な相談や支援、後
見制度の広報・啓発、法人後見の受任、市民後見人等の養成や活動支援、関係機関との連携強化による支
援体制やネットワークづくりなどを行っている。また、市内６か所の地域総合支援センターにおいて高齢
者の権利擁護に関する相談対応を行っている。
〇身寄りがなく、判断能力が十分でないため財産管理や日常生活上必要な契約行為ができない高齢者に対
し、成年後見人等選任の申立て（市長申立て）を行うほか、被後見人が低所得である場合などに、成年後
見人に対し報酬の助成を行っている。
・市長申立22件（令和７年12月末時点。障害福祉分1件含む。）
・報酬助成109件（令和７年12月末時点。障害福祉分30件含む。）
〇市民後見人（市民サポーター）養成講座、フォローアップ研修を隔年実施している。
〇対象者の状態に応じて日常生活自立支援事業の活用を促し、高齢者の自立を支援している。
・日常生活自立支援事業利用者数　101人 (令和７年度見込み)

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

74
身寄りのない高齢者等への支

援

〇令和５年度より明石市後見支援センターへ委託し、終活相談支援を開始。終活や死後事務に関する相
談、専門職（弁護士・司法書士）による個別相談や関係機関等の紹介・調整等を行っている。
〇身寄りがなく、判断能力が十分でないため財産管理や日常生活上必要な契約行為ができない高齢者に対
し、成年後見人等選任の申立て（市長申立て）を行なっている。
・市長申立22件（令和７年12月末時点。障害福祉分1件含む。）

〇

77 施設虐待に対する対応

〇高齢者福祉施設等における虐待に適切に対応するため、施設職員や家族等からの通報や相談に対し、監
査指導部署や施設所管部署等で直ちに虐待検討会議を開催し、連携しながら対応方針の決定や現場訪問を
行い、迅速な対応に取り組んでいる。
〇虐待の起こらない組織づくりや職員育成など、対人支援の観点から施設管理者等を対象に研修会を実施
している。
　＜虐待防止研修の開催＞
　　令和７年11月28日

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

78 健康づくりの支援

高齢者を含む市民を対象に次の事業を実施している。（数字は令和７年度実績見込み）

○正しい健康づくりの情報提供
・栄養、運動、健康管理、熱中症予防等に関する出前講座を実施(60回1,500人見込）
・市ホームページ・広報あかしにて食育や運動の情報掲載
・健康づくりや運動・栄養に関する各種チラシの配布
・多くの市民の利用が見込まれる駅や図書館等にて、健康づくりに関する媒体を展示し啓発を実施
・生活のなかで実践できる健康づくりの習慣に関する動画を作成、配信
・健康づくりに関する体験及び測定コーナー等を含めたイベントを開催（１回600人)
・健康クイズおよび展示、測定等の実施による、地域イベントにおけるあかし健康ソムリエ会及び明石い
ずみ会と協働した健康づくり啓発（８回1,600人見込）
・地域団体に対する食育や食生活改善についての情報提供(明石いずみ会に委託９回500人見込）

○健康づくりに取り組みやすい環境整備
・参集型ではない動画配信による健康教育を実施（１回159人）
・応援メッセージ等の階段バナーを作成し、公共施設5か所（JR大久保駅、JR魚住駅、天文科学館、ウィ
ズあかし、北庁舎）に設置

○健康チェック・運動継続・仲間づくりの機会
・市内４会場にて月１回SP21（あかし健康ソムリエプロジェクト21）を実施（あかし健康ソムリエ会に委
託48回1,300人見込）

〇

79
各種健診の受診勧奨・フレイ

ルチェックの呼びかけ

〇あかし健康ソムリエとの協働による健診・がん検診の受診勧奨啓発活動を実施(４回520人見込)
〇出前講座にて健診受診の必要性や生活習慣病予防等についての講義を実施（５回80人見込）
〇フレイル健康教育にて、フレイルチェックやフレイル予防の講義を実施（30回510人見込）

〇
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（２）生きがいづくりと社会参画の促進

自己評価

（３）生活支援体制整備の推進

自己評価

高年クラブ活動の支援

○単位高年クラブへの活動助成金の拡充を継続し、さらなる活動の充実支援につなげた。
〇高齢者福祉月間において、長年高年クラブ活動に貢献された方に対してきんもくせい賞の表彰を実施
し、高年クラブ活動の活性化及び会員増強の取り組みを促進した。
・単位高年クラブ助成数：135団体
・きんもくせい賞受賞（高年クラブ）団体：３団体

89 地域支え合いの家
朝霧・望海・野々池の３校区において、地域のボランティア団体等に地域支え合いの家の運営委託を継続
した。それぞれの地域支え合いの家では、総合相談支援や居場所づくりのほか、運営団体等の強みを活か
した様々な住民主体の支え合い活動を行っている。

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況

80
生きがいづくりや社会参画推

進のための情報提供

「いくつになっても自分らしく　地域で支え合い、安心して暮らせるまち　あかし」を目指し、９月を
「明石市高齢者福祉月間」としている。また高齢者福祉月間にはあかし市民図書館にて高年クラブ連合
会、シルバー人材センターの活動を紹介するパネル展示の設置や高年福祉関係事業のチラシを配布するな
ど高齢者の生きがいづくりや社会参画促進のための情報提供などを行った。

〇

81 生きがいづくりの促進

〇年に２回開催される高齢者スポーツ大会の開催に対する支援や敬老優待乗車券やシニアいきいきパス
ポートの交付などの各種いきがい事業を継続した。
〇敬老優待乗車券については、たこバスの運賃の無料を継続することで、高齢者の外出促進支援を図って
いる。

〇

〇

83
明石市高齢者福祉月間におけ

る取組

９月を「明石市高齢者福祉月間」と定め、きんもくせい賞表彰式やふれあいの里健康ウィークの開催、あ
かし市民図書館での高年クラブ活動に関するパネル展示などの敬老事業とともに認知症の理解啓発のため
のイベント等を集中的に開催し、高齢者が元気でいきいきと暮らせる地域づくりの促進を図った。

〇

84 就労支援
〇高齢者の就労機会の拡大を推進するため、シルバー人材センターに対する支援を行い、新規加入及び就
労促進につなげた。
〇生活援助訪問型サービスの従事者を養成する研修を実施した。

〇

85

〇

88
高齢者生活支援サービスネッ

トワーク事業

〇高齢者等に対する生活支援サービスの提供が可能な団体やサービス事業者等を登録し、その情報を市
ホームページに掲載するとともに、地域総合支援センター等へ情報提供することにより、生活支援サービ
スを必要としていたり利用を希望する高齢者等を円滑にサービスに繋げる。
・令和８年１月末時点の登録団体数：42団体

〇

No.

82

90 移動手段の確保

〇高齢者の社会参加を促進し、社会的交流を通じて生きがいの向上に役立てるため、70歳以上の市民を対
象にバスとタクシーの乗車券を交付した。
〇神姫バス、山陽バスで市内乗降に限り１乗車につき現金120円、たこバスは1乗車につき無料で利用でき
るバス共通寿優待乗車証を約59,000件交付した。
〇市内で利用でき、１乗車あたりの使用枚数制限のない寿タクシー利用券2,000円分（１枚500円×４枚）
を約60,000件交付した。

〇

施策 取組内容及び推進状況

87 生活支援体制整備事業

〇生活支援コーディネーターが、地縁団体や地域住民が主体的に運営する居場所や集いの場等へ出向き、
活動者との関係性を築きながら、活動の立ち上げや運営支援、協議の場づくりや調査等により、生活支援
体制の整備を進めている。
〇役割がある形で高齢者の社会参加を促進するため、就労的活動支援コーディネーターが、社会福祉法人
等の協力を得ながらボランティア養成講座の開催や、ボランティア希望者等と施設における福祉活動の繋
ぎを行った。

学習、教養活動、健康増進活
動の機会の提供

〇あかねが丘学園やあかねカレッジにおいて、良質な学習機会の提供を引き続き行った。
〇ふれあいの里において、フレイルサポーターの養成やフレイルチェック会を実施することで、高齢者の
フレイル予防を支援した。また、健康体操や健康相談を実施するなど、高齢者の健康増進やレクリエー
ションの場を引き続き提供した。

〇

86
地域における居場所や活躍の

場の充実

シニア活動(No.16)や認知症カフェ（No.61）、ふれあいサロンなどの地域住民が自主的に取り組む活動に
対し、運営や活動に係る費用の一部を補助すること等により、地域における高齢者をはじめとした住民の
居場所や活躍の場の充実を図っている。
・令和７年度サロン助成金交付団体：147団体

〇
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（４）見守り体制の充実

自己評価

（５）災害対策の充実

自己評価

地域組織や民間組織による見
守りネットワークの充実

〇民生児童委員による見守りをはじめ、ボランティアによるサロン、社会福祉協議会による要援護者見守
りSOSネットワーク事業や認知症サポーターなどにより重層的に見守りを行っている。
〇民間事業者との高齢者見守り協定については、今後も同協定に賛同し、高齢の日常生活で関係の深い事
業者と締結していき、きめ細かい見守りネットワークの構築と強化を図る。なお、毎年度、協定締結事業
者との連絡会を開催して、見守りや気づきのポイントを研修し、連絡・相談先として地域総合支援セン
ターを周知するなどにより、早期にスムーズな連携となるようサポート体制の強化にも取り組んでいる。
・協定締結事業者数：38者（令和７年12月末時点）

〇

92
ひとり暮らし高齢者台帳への

登録

〇明石市にて在宅生活をしているひとり暮らし高齢者の福祉の向上を図るとともに、安否確認および緊急
時の対応に備えて地域での見守り体制を確立することを目的にひとり暮らし高齢者台帳の作成を行ってい
る。地域の民生児童委員からの案内や定期的なアンケート送付により、事業の周知と台帳登録の推進を
図っている。
・ひとり暮らし台帳登録者数：8,580名（令和７年12月末時点）
・福祉電話利用者数：17名（新規：１名）（令和７年12月末時点）
〇高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）で、生活援助員が入居者の安否確認や緊急時の対応を行うこ
とで、ひとり暮らし高齢者が安心して暮らせるように支援している。
・３箇所、134戸

〇

91

No. 施策 取組内容及び推進状況

95 災害時の支援体制の整備

〇災害時に支援の必要な高齢者の情報を把握するため、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者、障害を有す
る高齢者などのうち、未登録の人に対しアンケートを送付するなどして避難行動要支援者台帳への登録を
促進している。また、台帳登録情報を基に、安否確認や避難誘導、避難生活支援等を行うための基礎とな
る避難行動要支援者名簿を作成し、提供希望があれば、平常時から自治会や町内会、自主防災組織へ提供
し、要支援者支援体制の整備を図っているが、地域への更なる啓発を行う必要がある。
・避難行動要支援者台帳登録者数　　10,136人（令和７年12月末時点）
○災害発生時に特定の避難行動要支援者について、あらかじめ避難場所や避難方法、支援する人などを決
めておく個別避難計画の整備を推進している。
・個別避難計画作成数　369件（令和元年度から令和７年12月末時点の累計件数）

〇

94
家族介護用品支給事業による

見守り

〇在宅生活を支援するため、在宅で生活する認知症や寝たきり等の介護が必要な高齢者を自宅で介護する
家族に介護用品（紙おむつ、尿取りパッド等）を支給し、身体的、経済的負担の軽減を図っている。ま
た、令和２年７月より、①支給対象者を「要介護４・５」から「要介護３・４・５」に拡充、②早期支援
につなげることを目的とした見守り支援サービスを付加し、在宅生活の支援を充実した。
・支給件数：178件（令和７年12月末時点）

〇

96
介護事業所等における災害時

の体制の整備
介護事業所等に対し、令和６年４月１日から義務化された業務継続計画の策定や研修及び訓練の実施状況
を運営指導等において確認し、必要に応じて助言等を行っている。 〇

93
安否確認事業、緊急通報発信

装置の貸与による見守り

〇安否確認事業については、令和５年度からは社会福祉協議会へ業務を委託している。社会福祉協議会
（地域総合支援センター）を核として地域が一体となって重層的な見守り体制を構築していくように取り
組んでいく。
・利用対象者数：3,579名（令和７年12月末実績）
〇ひとり暮らしの高齢者等に緊急通報発信装置等を貸与することにより、家庭内で緊急事態が発生した場
合に、予め組織された地域の協力体制等により速やかに対象者の援助を図り、在宅福祉の推進を行ってい
る。
・緊急通報システム年間延べ貸与数：644台（新規：67台）（令和７年12月末時点）

〇

No. 施策 取組内容及び推進状況
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